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要 望 書

平素は、本町行政運営全般にわたりまして、多大なるご

支援を賜り厚くお礼を申し上げます。

本町においては、新型コロナウイルス感染症の影響と原

油価格・物価高騰に対応するため、事業者・生活者支援策

として、前年度に引き続き「水道料金基本料助成」を実施

するとともに、「低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生

活支援特別給付金」や「住民税非課税世帯等に対する臨時

特別給付金」の支給など、各種対策及び支援策を積極的に

進めて参りました。また、全国的な感染拡大の終わりは未

だ見えず、本町においても「京都 BA.5 対策強化宣言」に基

づき、引き続き基本的な感染対策の徹底を住民に呼びかけ

て参ります。

加えて、これまでからの課題である人口減少や少子高齢

化、それに伴う地域コミュニティの機能低下、予測不能な

天災への備えなど、様々な課題が山積しており、住民の生

活は不安定な状況が続いております。

このような中、本町では「円滑なワクチン接種をはじめ

とした新型コロナウイルス感染症対策」、「全世代・全員活

躍まちづくりセンターの整備」、「みなくるタウンの整備促

進」、「歩くまちくみやま」など、重点プロジェクトとして

積極的に取組を進めているところです。



本町といたしましても、住民と行政が手を携え、『コロナ

禍』という閉塞感から脱却し、誰ひとり取り残さない希望

多き未来と、まちの将来像として掲げている「つながる心

みなぎる活力 京都南に『きらめく』まち ～夢いっぱい コ

ンパクトタウン くみやま～」の具現化に向け、京都府のご

指導をいただきながら課題等の解消に向けて、精力的に取

り組んでいきたいと考えております。

つきましては、本町における課題等を下記の事項のとお

り要望させていただきますので、特段のご高配を賜ります

よう心からお願い申し上げます。

令和４年８月 23 日

京都府知事 西脇 隆俊 様

久御山町長 信貴 康孝



【重点事項】



【商工労働観光部】

Ⅰ 物価・資材等高騰対策について

（１）中小企業者の事業継続に関する支援

中小企業者への事業継続に関する支援として、無利子期間終了と元本返

済が始まるゼロゼロ融資に対する償還期間の延長等の資金繰り対策や、商

工会を通した「知恵の経営ステップアップ事業補助金」において町補助金

利用者も対象としていただくようお願いします。

[現状・課題]

ゼロゼロ融資については、コロナ禍における資金繰りの一助とするため、本町に集積する中

小企業の多くがその融資を受けている状況です。

元金の支払いが最大５年間猶予され、利払いについても最大３年間は実質無利子という優遇

措置が受けられるものの、令和５年春には多くの企業にとって利払いが始まることとなり、コ

ロナ禍はもちろん、昨今のウクライナ情勢等による物価・資材高騰の影響を受け、業績が回復

していない企業にとって大きな負担となり、企業からは救済を求める声も多く伺っているとこ

ろです。

ステップアップ事業補助金については、毎年度、経営改善に取り組む小規模企業の多くが利

用され、予算を全て消化される需要の高い補助金ですが、展示会出展にかかる費用やホームペ

ージ作成にかかる費用については、本町の補助制度にも適用があることから、他の補助金を受

けているものという補助対象外となる要件について再考をいただければ、事業者にとってさら

に負担が軽減されることとなります。



【農林水産部】

（２）農業者への支援

肥料と燃油の価格高騰について、府・国において支援策を講じていただ

いておりますが、本町としても農業経営への影響を緩和させるため、野菜

等農家に対する支援策を９月の補正予算で検討していることから、施策の

組合せにより一層効果を高め、多くの農業者に支援が届くよう京都府農業

改良普及センターの伴走支援等をお願いします。

また、肥料・燃油の高騰による不安定な農業経営状況を改善するために

も収入保険制度への加入を促進することが重要であることから、京都府に

おいても加入時の負担軽減を図る支援制度の創設をお願いします。

[現状・課題]

農作物の育成に欠かせない化学肥料（窒素・リン酸・塩化カリウム）は、山城管内の販売価

格が６月に 20％～84％値上がりするなど価格が高騰している状況です。

また、施設園芸等で使う燃油についても、昨年比で 25％～30％値上がりしており、農業者は

農作物等の販売価格に転嫁が簡単にはできず、都市近郊で軟弱野菜を中心に発展してきた本町

においても、農業生産を維持・継続することが困難な状況が見込まれます。

収入保険制度については、本町において令和３年度から、加入時の負担を軽減するために支

援制度を実施していますが、加入初年に積立金の負担額が高額となることから加入を躊躇され

ることが課題です。



【政策企画部・府民環境部】

Ⅱ 久御山クールドミノ戦略の推進について

これまで地方創生推進交付金を活用し、①経済の課題への対応「も

のづくりの苗処」の展開、②社会の課題への対応「久御山モデルの地

域共生社会」の実現（ＣＣＡＣ構想の推進）に取り組んできましたが、

さらに環境の課題への対応として、久御山版「脱炭素社会」への貢献

のため、環境政策・温室効果ガス排出量削減に向けた事業に取り組ん

でまいりますので、令和５年度からの地方創生推進交付金の適用や府

独自の補助制度について、支援・協力をお願いします。

［現状・課題］

本町では、令和３年度に「地球温暖化対策実行計画（事務事業編）」を改定し、久御山ク

ールドミノ戦略として、公共施設の環境負荷低減に取り組んでおり、さらに、令和４年度

には、京都府からもオブザーバーとしてご参画いただき、町と住民、事業者が協働して良

好な環境の保全に取り組み、ＳＤＧｓの理念に基づく環境負荷の少ないまちづくりを推進

するため、令和４年度に「環境基本条例」を制定し、５年度にかけて、「環境基本計画（地

球温暖化対策実行計画「区域施策編」含む）」を策定する予定としております。

国の示す 2050 年温室効果ガス排出量実質ゼロの実現に向け、地球温暖化が一因とみられ

る気象災害の増加や、持続可能な社会に向けた国際的な潮流など、環境を取り巻く状況の

変化を踏まえ、町と住民、1,600 あまりの事業者が協働して、ポストコロナの経済社会構

造をより持続可能で強靱なものへと変革していくことが課題となっております。

そのため、本町としてはＺＥＢ化・ＺＥＨ化などの省エネルギー対策の推進や、太陽光

などの再生可能エネルギーの活用、グリーンインフラの整備、自然災害への対応、気候変

動への適応、環境教育などに積極的に取り組んでまいります。



【国土交通省・内閣官房】

歴史の創造 く・み・や・ま 夢実現計画にむけたまちづくりについて

（１）くみやまＣＣＡＣ構想の拠点整備（内庭、外庭の整備）について

全世代全員活躍型『生涯活躍のまち』構想（Continuing Care

Angenerations Community＝CCAC 構想）拠点施設（内庭の整備）とし

て、令和４年度から本格的に運営準備や設計業務を行い、令和６年度

中の竣工を目指し、全世代・全員活躍まちづくりセンターの整備を官

民連携で進め、屋外での交流施設として、久御山中央公園の再整備（外

庭の整備）に向け、令和４年度に、『久御山中央公園再整備基本計画』

を策定、令和５年度に民間事業者の公募・選定、令和６年度以降の整

備を計画しております。これら事業を計画的に進めるために必要な地

方創生推進交付金や社会資本整備総合交付金の支援についてよろしく

お願いします。

［現状と課題］

１ 全世代・全員活躍まちづくりセンターの整備

（１）コンセプト

ＣＣＡＣ構想の「地域共生社会」の実現を目指し、人づくり、地域づくりの拠点であ

る「公民館」の幅を広げ、子育てや福祉など様々な学びや体験ができる場所、個人やグ

ループの活動を見てもらえる、知ってもらえる場所、多くの人が気軽に立ち寄れる場所

として、様々な出会いから新たなつながりが生まれ、誰もが活躍できる社会教育・福祉

の拠点として整備します。

（２）課題等

・建設予定地西側の開発行為による良質な公共空間確保の阻害懸念

・資材高騰による建築工事費等の増加

≪スケジュール≫

令和４年度 令和５・６年度 令和７年度

・設計業務

・設計対話

・設計業務

・建設事業者の選定、契約

・建設工事

・供用開始



【国土交通省・内閣官房】

２ 久御山中央公園の整備

（１）コンセプト

「くみやままちのにわ構想」のコンセプトである“「食」戦略に基づく住×農×工の交

流”に基づき、まちの魅力向上を目的として、企業や地域主体が様々な活動の場とし活

用でき、全世代が憩い交流できる拠点として整備し、合せて浸水対策としての調整池の

整備や運動施設の機能向上も実施します。

（２）課題等

・遊具等の経年劣化とともに利用されないエリアが散在

・運動施設の利用率は高いが、新たなスポーツへの関心も高い

・高低差があり、高木や生け垣で園内の見通しが悪い

・“まちのがっこう（住民主体によるイベント）”による公園利用が始まっているが、

園内でのイベント開催を想定した施設配置になっていない

≪スケジュール≫

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

・基本計画策定

・浸水対策調査検討

・事業者公募要領作成

・事業者公募

・公園長寿命化計画策定

・調整池設計

・公園施設設計

・調整池整備

・公園整備

・調整池整備



【国土交通省・農林水産省・環境省】

（２）「みなくるタウン（新市街地）」整備関連事業について

久御山高校北側約 41㏊を「みなくるタウン」と名付け、産業立地促

進ゾーン及び住街区促進ゾーンの整備を進めておりますので、「土地区

画整理事業」、「農地転用」及び「地区計画制度」の協議並びにエリアマ

ネジメントのもとカーボンニュートラル実現に向けた住街区整備につ

いてご助言、ご支援願います。

[現状・課題]

○産業立地促進ゾーン第１期・第２期整備地区

【コンセプト】

「町内企業の拡充や農業振興と連携する食品企業の立地等産業の活性化」

（第１期）本年６月に土地区画整理準備組合が設立。令和５年度当初の土地区画整

理事業認可申請、同年度中の認可を目指す。

（第２期）本年５月に地権者組織であるまちづくり協議会が設立。令和５年度中の

土地区画整理準備組合設立、令和６年度中の土地区画整理組合設立を目指す。

○住街区促進ゾーン

【コンセプト】

「環境にやさしい新たな時代のモデルとなる住宅地の形成を促進」

本年３月にまちづくり協議会が設立。令和５年度中の土地区画整理準備組合設立、令和

６年度中の土地区画整理組合設立を目指す。今後、エリアマネジメントのもと本町で進め

ている環境政策を取り入れた住街区整備の基本計画等を策定。

○基幹道路

全国モデルをして採択された国土交通省の交通安全対策補助制度（地区内連携）を活用

し整備予定。引き続き十分な財源確保について、国へ強く要望願います。



【商工労働観光部】

（３）ホテル誘致に向けた支援について

本町では約 1,600 社もの企業が集積しておりますが、設備メンテナンス

等によって来町するメーカー技術者が宿泊する施設が、本町はもとより京

都府南部において不足していることや、宇治市をはじめとする京都府南部

地域の「お茶の京都」や京都市内、さらに大阪府等への観光への拠点とし

ても見込みがあることから、南大内地区において宿泊施設の誘致を進めて

おります。

併せて、同地区内の「まちの駅クロスピアくみやま」において、本年度、

コワーキングスペースと農産物等直売所の運営についての社会実験を実

施することとしており、さらに、隣接のイオンモール久御山との相乗効果

を発揮することが期待され、同地区の賑わいが創出され本町の発展につな

がることを確信しております。

つきましては、ホテルの町内誘致に資する京都府宿泊施設立地等促進事

業費補助金事業の継続支援をお願いします。



【危機管理部】



【危機管理部】

（１）消防の広域化について

昨年７月に改正されました消防力向上に向けた「京都府消防体制の

整備推進計画」に基づいて、昨年の１０月に「京都府南部消防指令セ

ンター共同運用検討会」を設置し、南部の消防本部が共同運用に向け

て検討資料として共同運用基本調査の整備費等検討結果調査書が今夏

に報告されます。それをもって首長の判断をもとに関係首長の合意を

目指しているところであります。

京都府におきましては、京都府南部消防指令センター共同運用が前

進するよう一層の指導助言を要望します。



【危機管理部・建設交通部・府警本部警務部】

（２）住民の安全対策について

ア 広域避難体制の構築について

現在、京都府において広域避難体制の構築にむけて、広域避難

体制の考え方、市町村間の相互融通による避難所活用、広域避難

先となる候補地等の説明会を予定されているところであり、広域

避難体制のあり方についてご支援と積極的な調整をいただきます

ようお願いします。

［現状・課題］

本町は全域が洪水浸水想定区域となっております。そのため、大規模洪水時に避難

する町外の避難場所は、住民が切望するものであり、京都府の主導で開催いただきま

した「久御山町特定地域防災協議会」において、平成 30 年度に山城総合運動公園の活

用を提言いただいたところです。しかし、山城総合運動公園を所管されている京都府

との協議は進んでいないのが現状となっております。

イ 交番の新設について

平成 18 年７月の『交番・駐在所の機能充実・強化プラン』に位

置づけられた「久御山町北東部への交番新設」の早期実現を強く

要望します。



【府民環境部】



【府民環境部】

（１）産業廃棄物の堆積行為への対応について

〇行為者への指導等について

田井地区の事業者に係る堆積物については、京都府と本町が連携し、

廃プラスチック類等の産業廃棄物の適正処理を行うよう、繰り返し指

導してきたところですが、当該土地の売買により新所有者において撤

去作業が進められている状況です。

つきましては、産業廃棄物の完全撤去が実現するまで、特に台風シ

ーズンに入り廃棄物の飛散も大きく懸念されますので、新所有者への

丁寧な説明と、行為者への指導等について鋭意取り組んでいただきま

すようお願いします。



【府民環境部】

（２）老朽管の更新に対する財政支援について

広域避難場所や救急指定病院等へ給水している配水管については、

現在、「生活基盤施設耐震化等交付金」を受けながら耐震化していると

ころです。

しかしながら、基幹管路以外の配水管については「生活基盤施設耐

震化等交付金」の採択基準外であり、水道事業経営を圧迫する要因と

なることから、基幹管路以外の配水管路の耐震化に対する京都府独自

の補助金制度の創設をお願いします。

［現状・課題］

昭和 43年度に給水を開始してから 54 年が経過し、各施設の老朽化が進行しています。

口径 75 ㎜以上の配水管については、法定耐用年数を超過したものが 27.5％に達してお

り、老朽管更新率を 1.5％で試算した場合、更新費用として年平均１億７千万円程度を要

します。



【府民環境部】

（３）京都府営水道の建設負担水量の見直しについて

現在、京都府では京都府内の水道事業の基盤安定のため広域連携の

検討を推進されておりますが、建設負担水量の見直しについて、各市

町ごとのバランスを考慮し、京都府営水道において一定の基準を設け

るなど、各市町が公平な負担となるよう、できるだけ早期に見直しを

お願いします。

[現状・課題]

①本町では、過去に水の供給能力が不足し、水量確保が急務であった時代に、人口増加

や開発予測による水需要の急激な増加、また、万が一の自己水源の事故に備えるため、

それに見合う建設負担水量の申込みを行ってきましたが、実際は人口減少や節水機器の

普及等により水需要が減少し、現在では建設負担水量が過度な状況となっていること。

②本町上下水道事業経営審議会においても、京都府営水道の料金が本町水道事業経営戦

略で見込んでいたよりも大きく改定されたことにより、計画値との乖離が生じているこ

とが懸念されており、そのことが本町の水道料金の次期改定率に大きく影響することと

なると予想されるなか、建設負担水量の見直しについても言及されていること。



【健康福祉部】



【健康福祉部】

（１）感染症対応病院の整備支援について

山城北医療圏における病床の整備計画において１００床の配分を

受け本町に建設予定のリハビリデーション病院については、新型コ

ロナウイルス感染症をはじめ、今後の新興感染症への対応のため、

感染症専用病院として転用可能な機能を備えた病院整備を考えてお

ります。

ついては、新規事業として創設されました「新興感染症対策強化

事業」による助成支援が今後も継続され建設に係る補助が受けられ

ますようお願いします。

新型コロナウイルス感染症の感染者がピーク時には、病床の確保

が難しく危機的な状況が続きました。それらを踏まえ、政府の有識

者会議でも病床の確保などの法的対応や医療計画を検討されてお

り、医療機関としても有事の際に備え、役割を果たすべきであると

考えています。



【健康福祉部】

（２）福祉・介護職場の人材確保について

福祉・介護職場の人材確保は、仕事の内容に比べ、報酬が低いこ

となどにより、福祉・介護の職を目指す人材が不足し、加えてコロ

ナ禍においては、接触が避けられない各福祉・介護サービス事業所

では感染リスクのために一層対応が難しくなっています。また、コ

ロナ禍に福祉・介護現場に流れていた人材が、社会活動が回復する

ことにより飲食・観光業に戻ることも想定されます。

福祉・介護現場の事業が安定して、継続されるため、①職員の処遇

改善、②魅力ある福祉・介護職のキャリアデザインの創出、③見守り

センサーなど情報通信技術の導入による職員の負担軽減、エビデンス

に基づく介護の高度化などについて、京都府のご支援を賜わりますよ

うお願いします。



【商工労働観光部】



【商工労働観光部】

（１）企業誘致に対する支援及び補助制度の拡充について

本町では、農業と工業の二刀流のコンセプトのもと、「みなくるタウン」

の整備をはじめ、農業と連携した企業やものづくり企業の誘致を進めてお

りますので、府内産の農産物を利用した食品製造関連企業を紹介していた

だくなど、本町と情報共有、連携を図りながら誘致活動に積極的にご支援

いただきますようお願いします。

また、本町において、現在、地域未来投資促進法の地域経済牽引事業を

対象企業・業種とするなど限定した補助制度の構築を検討している中で、

立地検討企業から、土地取得費を補助金の対象として欲しいとの声もあり

ますので、府南部市町村への対象拡大など、京都府産業立地戦略 21 特別

対策事業費補助金の拡充支援の検討をお願いします。



【商工労働観光部】

（２）人材確保（就域ディレクター事業）について

本町では昨年度から「就域ディレクター」を設置し、地域の魅力を伝え

地域への就職へとつなげていくためのしくみづくり「地域への就職＝就

域」の考え方のもと、町内事業所の雇用を確保し経営の安定を図る支援を

行っておりますが、今年度新たに、専門的な事業者を公募型プロポーザル

方式で選定し、人材確保と育成について、より専門的な取組を得意とする

事業者へ委託しておりますので、事業の実施について、京都ジョブパーク

などとのさらなる連携・支援をお願いします。

［現状・課題］

①本町に集積する企業の多くを占める中小企業にとって、本町の有効求人倍率が約６倍（令

和４年３月時点）と非常に高い中での人材確保難は大きな課題となっており、本町の第２期

産業振興計画においても人材育成を柱の一つに据え、産業支援機関等と連携しながら産業振

興を図っています。

②昨年度は、企業実体や雇用実態の把握のため企業訪問を実施するとともに、ウィズコロナ

を意識したＷｅｂを使った会社説明会、魅力ある説明会資料やＰＲ動画の作成方法などを学

ぶ勉強会を実施しました。



【農林水産部】



【農林水産部】

○ 農業振興について

（１）ブランド力強化と特産品開発について

本町で近年、元気な農家が生産拡大をしてきた九条ねぎ、新たな特産

品開発として取り組んでいるホワイトコーン、レモンやアスパラガス、

生産が安定してきたトマトなどの多様な農産物ブランドを強化するた

め、観光農園や新たなブランド農産物・加工品の開発などの「魅せる農

業」に転換する取組や、産業売込み隊の活動を始めとした農産物や加工

品を出展販売するイベントの開催への支援をお願いします。

また、久御山町産酒米 100％の純米吟醸酒「夢酒くみやま」の生産安

定のため、京都府の加工米（酒米）「京の輝き」への補助拡大、生産技術

の繊細な指導、販路の確保等、今後、発展させるために必要な支援をお

願いします。

（２）農業の効率化について

本町では、限られた労働力で農業の経営を維持・拡大するために、今

後の農業で必要不可欠となる「スマート農業」の導入において、本町独

自の導入経費に対する支援事業を実施しています。京都府としても引き

続き農業者への技術的指導等の支援をお願いします。



【建設交通部】



【建設交通部】

（１）まちづくりに係る線引き見直しについて

本町では、久御山町都市計画マスタープランにおいて、新市街地みな

くるタウン（産業立地促進ゾーン、住街区促進ゾーン）をはじめ、産業

活用促進エリア、土地利用促進エリア等の各地区について、まちづくり

の方針を定めています。

つきましては、地域活力の向上及び活性化に向けたまちづくりを推進

するため、令和５年度の都市計画定期見直しに係る手続きを進めたいの

で、「線引き見直し」や「地区計画」等の諸制度の活用について、関係

部署等からのご支援・ご協力を賜わりますとともに、諸手続きについ

て、地域の実情に応じた柔軟な対応をしていただき、令和５年度の線

引き見直しが計画どおり進められますようお願いいたします。



【建設交通部】

（２）内水排除対策について

本町では令和５年度に都市下水路事業を公共下水道事業への編入

を予定しており、町内の浸水被害の軽減と下流域への負担軽減を図る

ため、みなくるタウン及び久御山中央公園再整備に合わせ、令和５年

度から都市下水路の越水対策である調整池整備事業に着手していき

たいと考えておりますので、社会資本整備総合交付金の財政支援をお

願いします。

[現状・課題]

近年発生している集中豪雨等の災害対応として、低地に位置する本町の治水・内水排除

対策は非常に重要であり、京都府や上流域の各市を含めた流域全体で連携を図りながら推

進したいと考えております。

本町では、まず既存の主要基幹水路である都市下水路において、排水機場を含む施設全

体の安定した機能を維持していくことから事業に取り組むこととし、令和元年度に策定し

た都市下水路のストックマネジメント計画に基づき、令和３年度から、順次ポンプ等の施

設更新工事を実施しております。



【建設交通部】

（３）古川流域の河川・治水対策の推進について

京都府において古川本川の河川改修事業を進めていただきありが

とうございます。支川の名木川においても、大雨等による増水時には

護岸の崩壊や浸水被害が心配されることから、早期に全面改修を要望

します。

また、古川の雨水排水については宇治川の計画高水位のときには放

流できないため、上流域「城陽排水機場」のポンプ増設並びに弾力的

な運転など排水機能の向上をお願いします。

加えて河川の維持管理として、増水時に流水を妨げるおそれのある

河川敷内の立木の伐採及び堆積土の浚渫をお願いします。また、古川

では、周辺の住環境の向上を図るため、地域のボランティア団体の「古

川を美しくする会」により清掃活動が継続して実施されております。

さらなる住環境の向上と、清掃活動の円滑化を図るため、住居地域周

辺については、繁茂した雑草の複数回の草刈りの実施など、河川の維

持管理の強化を要望します。



【建設交通部】

（４）京都府木津川流域下水道事業に係る負担金のあり方について

本町では、令和３年度に策定した久御山町下水道ビジョンにおいて、

一般会計からの基準外繰入について、本町における一定のルールを定

めることで、今後見込まれる老朽管渠の修繕・改築や災害時の重要施

設の復旧等に備えるための資金を確保することにより、経営基盤の強

化と持続可能な下水道事業の健全経営を図っていくこととしていま

す。

府においては、使用者への負担増加を抑制するため、流域下水道建

設負担金及び維持管理負担金の低減を図るとともに、現在検討されて

いる資本費負担割合の見直しについても、関係市町と十分に調整を行

い、急激な負担額増加とならないように配慮をお願いします。



【建設交通部】

（５）道路整備の促進について

ア 道路の広域ネットワークの整備

本町では、広域交通の要衝という立地を活かし、道路を基盤としたま

ちづくりを進めております。しかしながら、広域幹線道路が充実してい

る南北軸に対して、相対的に東西軸が需要過多の状態となっておりま

す。特に近年、物流施設の急増により大型車両が増加し、府道宇治淀線、

府道八幡宇治線において慢性的な渋滞、車両の通行による振動が発生

しており、交通分散による円滑化、通過車両の軽減が求められています。

つきましては、物流、人流の効率化、沿道環境の負荷低減、防災機能

の向上を図るために、広域的な道路ネットワークとして、下記の整備

についてご配慮いただきますようお願いします。

①広域的な新路線の整備【八幡市⇔城陽市間】

久御山町以南におきまして、木津川を横断する広域的な新路線を整備

することで、新名神開通に伴う交通需要増に対応できるとともに、慢性

的に渋滞する府道宇治淀線への車両の流入が抑制され、渋滞等の緩和が

期待できるため、路線の整備を要望します。

②東西道路(仮称)の整備【久御山町⇔宇治市間】

久御山町第５次総合計画に位置付けている東西軸の道路は、渋滞が常

態化している府道八幡宇治線のバイパス機能を備えております。また、

大型商業施設「イオンモール久御山」や産業振興拠点「クロスピアくみ

やま」の立地する南大内地区の賑わい創出を図る上でも重要であり、南

部市場の活性化や宇治市の開発計画エリアにもつながる路線としても



【建設交通部】

大きな効果が期待されることから、久御山町と宇治市をつなぐ広域的な

東西道路（仮称）の整備を要望します。

③府道宇治淀線のバイパス道路の整備【八幡市⇔久御山町間】

府道宇治淀線において、久御山田井交差点はピーク時に西側への滞留

長が約 1ｋｍ続き、緊急車両の出動にも障害が出ています。また、周辺

市においては大規模物流施設の建設も計画されているため、一層の交通

量増加が見込まれています。特に深刻な渋滞箇所となっている当該交差

点について、国道１号へのバイパス機能を持った道路の整備を要望しま

す。

イ 渋滞緩和対策

渋滞緩和対策として、広域的な道路ネットワークの整備に加え、既設

路線の府道八幡宇治線について、現在用地交渉を進めていただいている

第二京阪道路交差点の西行右折レーンの設置及び、国道１号交差点の

拡幅整備をお願いします。

ウ 振動対策

府道宇治淀線及び八幡宇治線において、これまで舗装の継ぎ目や飛散

等による段差が原因で、車両の通行による振動が生じていたところです

が、近年、近隣住民の要望に対し、府民協働型インフラ保全事業などに

より、生活に支障をきたしている区間の舗装を改修いただいているとこ

ろです。今後も必要な区間の舗装の改修をお願いします。



【建設交通部】

エ 国の交通安全対策補助の確保について

地域の基幹道路の整備について、全国モデルとして採択された国土交

通省の交通安全対策補助制度（地区内連携）を活用をしていくこととし

ており、十分な財源確保について、国へ強く要望いただきますようお

願いいたします。基幹道路の整備と並行して、第２期整備地区の計画を

進めてまいりたいと考えております。



【建設交通部】

（６）地域公共交通について

ア 久御山町地域公共交通網形成計画の改訂について

令和元年度から５ヶ年計画において、地域公共交通網形成計画を策

定し、①交通不便地域の解消やデマンド乗合タクシーの利便性向上、

②ふるさと納税を活用したバス停の環境整備などについて取り組んで

おります。

コロナ禍により、住民や事業所に対するモビリティ・マネジメントの

取組など実施できていない事業もあり、令和５年度に地域公共交通網形

成計画の改訂を検討しておりますので、関係部署の技術的なご支援・ご

協力を賜りますようお願いいたします。

イ コロナ禍における公共交通の維持・存続について

新型コロナウイルス感染拡大防止措置が続くなか、交通事業者におい

ては、利用者が減少し、維持・存続が危ぶまれる状況となっています。

令和３年度には、交通事業者と協議を行い、バス路線の変更を実施し、

令和３年度・４年度と路線バスとタクシーの車内広告枠を借り上げ、町

の情報発信を兼ねて公共交通事業者への支援にも努めております。

今後とも、国に対して地域公共交通の維持・存続に向けた全国的な

対策を強く求めていただきますようお願いいたします。



【建設交通部】

（７）「京都府洛南浄化センター」の整備促進について

京都府南部において、複数の市町が積極的に開発に動いている中で

はありますが、本町においても令和５年度以降に「みなくるタウン（新

市街地）」の事業着手を予定しており、これらの排水がスムーズに行え

るよう、洛南浄化センターの継続的かつ計画的な整備促進をお願いし

ます。

［現状・課題］

①まちづくりには、都市の健全な発展及び公衆衛生の向上に寄与する極めて重要な都市

施設である公共下水道の整備を促進することが必要不可欠となっており、本町から排出

される汚水は、洛南浄化センターにおいて処理されています。

②本町では、第５次総合計画及び都市計画マスタープランに基づき新たな市街地の整備

を推進しており、現在、「みなくるタウン（新市街地）」の事業着手に向けて、今年度に

は土地区画整理準備組合を設立し、令和５年度中の土地区画整理事業認可申請を目指し

ているところであり、今後においても地区全体の整備を推進していきたいと考えてお

り、洛南浄化センターの継続的かつ計画的な整備促進が必要となります。

また、洛南浄化センターにおいて課題となっている雨水等の不明水流入への対応を本

町でも進めることとしており、これらの調査や改修について技術的・財政的支援も併せ

てお願いします。



【政策企画部・建設交通部】

（８）舟運事業について

本町における船着場設置に向けて京都府から積極的に関与いただ

き、国へ強く要望いただきますようお願いいたします。

舟運事業については、阪神淡路大震災を契機に災害時における水上

輸送の重要性が見直されるとともに、河川の特性を生かした魅力ある

地域づくりやにぎわいの活性化を図る上で舟運の果たす役割が大いに

期待されており、本町も「お茶の京都ＤＭＯ」と連携し、地域特性を

活かしたにぎわいづくりに取り組みます。

また、令和３年４月には、淀川の舟運機能の強化と沿川地域の活性

化を目的に、淀川大堰閘門の整備に着手したところであり、２０２５

年大阪・関西万博開催時には淀川河口から京都府域までを結ぶことが

可能となります。

一方で、国土交通省により治水対策として河川の浚渫を進めていた

だいております。浚渫土を有効利用するため、船を利用して浚渫土を

運搬し、船着場周辺に有事に避難できる高台を整備することで新たな

治水対策の取組を進められるよう淀川河川事務所と継続して協議を進

めていきます。



【教育委員会】



【教育庁管理部】

（１）学校施設のトイレの洋式化について

本町小学校施設は令和３年から 12 年の間に築 50 年を経過するもの

がほとんどで、老朽化が進んでおり、今後実施時期の前倒しも視野に

計画的に長寿命化を図る必要がありますが、特に洋式便器の設置がな

い一部トイレについては、早期の改善が必要と考えており、洋式便器

への取り替えなど改修を、先行して実施したいと考えています。

そのため、次年度以降の加速的なトイレの洋式化に向け、引き続き

施設整備に必要な学校施設環境改善交付金の支援について、よろしく

お願いします。

東角小学校体育館トイレについては、学校施設環境改善交付金の支

援をいただき令和４年度事業として改修を進めておりますが、依然本

町小中学校のトイレの洋便器率については、職員用を除き町全体で

41.1％となっており、全国平均 57.0％、府平均 54.6％に比べ低い状況

となっています。現在の家庭でのトイレの状況や衛生面からも日常的

に使用するトイレの洋式化は早急に進めていく必要があります。



【教育庁指導部】

（２）教育支援センター（適応指導教室）への支援について

近年では、各ご家庭の抱える問題等も複雑化しており、対応に専門

性が求められる場面が、特に本町では多い状況があります。

また、令和３年度をもって京都府の訪問型家庭教育支援事業として

町内小学校に配置されていたＳＳＷ（スクールソーシャルワーカー）

の配置がなくなり、専門性を有する人材の配置時間が大きく減少した

ところです。

ついては、本町教育支援センターの更なる体制及び機能の充実のた

め、府費によるスクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカ

ーの配置についてご支援をお願いいたします。

久御山町では、平成 11 年から教育相談室を開設し、平成 13 年から

適応指導教室を併設するなかで、子育てに悩む保護者や子どもたちの

相談や学校に行きたくても行けない状況にある小・中学生の再登校に

向けての支援を行ってきたところであり、現在町雇用の会計年度任用

職員２名と臨床心理士により運営しているところです。



【教育庁指導部】

（３）タブレット更新等への支援について

ＧＩＧＡスクール構想の前倒しにより整備した端末は、やがて令和

７年度末には５年を経過し、更新時期を迎えます。

また、端末だけではなく端末の活用が進む中で、校内通信ネットワ

ーク等の改修などの必要が生じる可能性もあります。

ＧＩＧＡスクール構想をさらに推進するため、今後の端末の更新等

に際しましても、財政的なご支援をいただけるよう、国への働きかけ

をお願いいたします。

現在、一人１台のタブレットが整備され、学校での活用は進みつつ

あります。

この整備にむけて、本町において令和２年度の整備に係るものとし

て、端末等の整備や設定、ソフトの使用料など、約１億４千万円余り

の費用がかかりました。国庫補助として約 4,600 万円の支援をいただ

けたものの、財政負担は大きなものとなっています。



【教育庁指導部】

（４）旧山田家住宅に係る保存・活用への支援について

本町は、平成 25年に国登録有形文化財旧山田家住宅（久御山町東一

口 35番地）の寄贈を受け、長屋門・長塀の保存・修理工事等を経て、

平成29年度からは旧山田家住宅はもとより地域の歴史や文化を広く町

内外に知っていただくために一般公開や地域のご協力を得て特別公開

を実施し、保存と活用に努めているところです。

しかし、当該住宅は江戸時代後期の建築物であり経年による傷みが

目立つため、耐震性など安全面にも配慮した適切保存にあたりつつ、

一層の活用に努めてまいりたいと考えております。

そのため、｢国庫補助金（登録有形文化財建造物修理等事業費国庫補

助）｣を活用しつつ、集落・町並みの景観も含めて伝統的建造物群保存

地区化の可能性も視野に入れ、今後の運営骨子となる「保存活用計画」

を令和５年度内に策定し、その後は耐震対策工事や公開活用に資する

設備の整備等にあたりたいと考えておりますので、支援についてよろ

しくお願いします。


